
１　はじめに

これまで履行確保に不安があると考えて仲裁セン

ターの利用を見送った経験はありませんか？仲裁セ

ンターではこのような要望にお応えするため、東京

簡易裁判所との間で即決和解手続の連携をとること

とし、昨年秋から運用をスタートしています。

２　仲裁センターでの和解と簡裁での即決和解手続

仲裁センターにおける和解は現行法上和解契約に

すぎず、そのままでは執行力を有しません。しかし

ながら、将来の履行確保の観点から当事者が成立し

た和解に執行力の付与を望むことがあります。従前

このような場合、仲裁センターで成立した和解契約

に執行力を得る方法としては、①和解の内容を仲裁

判断した後、執行判決を得る、②和解の内容を公正

証書にするなどの方法が取られてきました。ただ、

①については執行判決訴訟手続を経る必要があり、

②については対象が金銭債務に限られるなど、必ず

しも利用者の便宜に適ったものではありませんでし

た。更にいずれも費用がかなりかかるという難点が

ありました。そこで、仲裁センターで成立した和解

について、より簡易にかつ低廉な費用で執行力を付

与する手続が求められていたところ、東京三会の仲

裁機関と東京簡易裁判所の協議を経て、簡易裁判所

の即決和解手続と連携することにより、より簡易に、

かつ1件あたり1,500円という低廉な費用で、仲裁セ

ンターで成立した和解に執行力を付与する運用が整

いました。即決和解手続については期日がかなり先

にならないと入らないとの指摘もありますが、今回

の運用では原則 2 週間から 3 週間程度先の期日を予

約することが可能となっており、時間的にも実務的

なニーズに十分こたえられるような内容になってお

ります。

３　手続のながれ（別紙１フローチャート参照）

（1）和解期日の予約

仲裁センターで和解成立の見通しが立ち、これに

伴い、当事者が和解契約につき執行力を付与するこ

とを希望した場合には、仲裁人は東京簡裁に対し①

仲裁センターの手続で和解が成立する見込みである

こと、②その内容を即決和解にしたいことを伝え、

連絡の日から 2 ～ 3 週間後に和解期日の予約を入れ

てもらいます。

（2）和解申立書の提出

（1）で予約を入れた直後、当事者は即決和解申立

書を東京簡裁に提出します（即決和解の申立はあく

まで仲裁申立の当事者になります）。申立書の内容

は別紙２のとおり簡潔なものであり、仲裁センター

に書式が準備されています。申立書には以下の書類

を添付しますが、基本的に①～③は仲裁人において

用意することになります。

①仲裁申立書の写し

②仲裁人作成の事案概要説明書（別紙３）

③和解条項
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④管轄合意書（もしあれば）

⑤委任状（代理人の場合）

⑥期日請書

⑦その他必要書類

・当事者に関する書類

当事者が法人である場合の代表者の資格証明

書、未成年等の訴訟能力がない場合の法定代理

人の権限あることを示す戸籍謄本など

・和解条項の検討にあたり必要な書類

不動産に関する紛争の場合の不動産登記簿謄

本、賃貸借契約書、物件特定のために必要な図

面など

・和解調書作成にあたり利用する書面

当事者目録、物件目録、物件特定のために必

要な図面など

（3）和解条項の審査

裁判所では提出された和解条項を検討します。そ

の結果、疑問点、修正点、確認のための資料の提出

が必要であれば、裁判所は原則として当事者ではな

く、仲裁人に連絡をします（問い合わせの内容によ

り、特に当事者に代理人がついているような場合に

は、裁判所または仲裁人の判断により、直接代理人

に対して連絡が行くこともあり得ます。）。仲裁人は

裁判所から伝えられた内容を当事者に伝え、疑問点、

修正点を解消した上で、期日までに裁判所、当事者、

仲裁人が和解条項につき了解できるような状態にま

で準備を整えます。

（4）和解期日

即決和解の期日には、当事者だけでなく仲裁人も

同席します。和解調書の謄本はその場で当事者が受

け取ることになります。簡易裁判所での手続を終え

た後、その場で、または弁護士会に戻り、仲裁セン

ターでの最終期日（調印期日）を開きます。そこで、

和解のうち即決和解調書に盛り込まれなかった条項

（精神条項や仲裁センター成立手数料負担の条項な

ど）を記載した和解調書の署名押印の手続を行って

いただきます（別紙４）。これをもって仲裁センター

での手続も終了となります。

４　おわりに

このような運用が設けられたことにより、仲裁セ

ンターによる紛争解決機能はさらに前進しました。

しかし、これまで紹介する機会があまりなく、この運

用がまだまだ周知されているとはいえないため、今

回ご案内させていただいた次第です。さらに利用し

やすくなった仲裁センターをよろしくお願いします。

ご不明な点がありましたら仲裁センターまでどう

ぞお問い合せください。

（なお、本件に関しましては、平成14年 9 月 6 日付

で、東京三会仲裁センター委員長 3 名連名で、東京

三会の仲裁センターの仲裁人候補者全員に対して、

別紙５の「三会あっせん・仲裁センターと東京簡裁

の即決和解に関する連携について」と題する文書を

送付しておりますので、御参考までに末尾に添付い

たします。）
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別紙1
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別紙2
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別紙3
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別紙4
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別紙5
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